
神奈川県建築基準条例（昭和35年神奈川県条例第28号）新旧対照表 

新 旧 

（設置の禁止） （設置の禁止） 

第13条 共同住宅、寄宿舎又は下宿の用途に供する

建築物で、その用途に供する部分の床面積の合計

が100平方メートルを超えるものは、次の各号の

いずれかに掲げる建築物で、これらの用途に供す

る部分の主要構造部が政令第112条第２項に規定

する１時間準耐火基準（以下「１時間準耐火基準」

という。）に適合する準耐火構造でないものの上

階に設けてはならない。 

第13条 共同住宅、寄宿舎又は下宿の用途に供する

建築物で、その用途に供する部分の床面積の合計

が100平方メートルを超えるものは、次の各号の

いずれかに掲げる建築物で、これらの用途に供す

る部分の主要構造部が政令第112条第１項に規定

する１時間準耐火基準（以下「１時間準耐火基準」

という。）に適合する準耐火構造でないものの上

階に設けてはならない。 

(１)～(３)（略）   (１)～(３）(略） 

（長屋の構造等） （長屋の構造等） 

第20条 ３階を長屋の用途に供する建築物（階数が

３で延べ面積が200平方メートル未満のものであ

つて、政令第110条の５の技術的基準に従って警

報設備を設けたものを除く。）は耐火建築物又は

１時間準耐火基準に適合する準耐火構造とした

準耐火建築物であつて知事が別に定める基準に

適合するものとし、４階以上の階を長屋の用途に

供する建築物は耐火建築物としなければならな

い。ただし、重ね建て長屋の用途に供する部分の

ない建築物にあつては、準耐火建築物又は知事が

別に定める構造方法を用いる建築物とすること

ができる。 

第20条 ３階を長屋の用途に供する建築物は耐火

建築物又は１時間準耐火基準に適合する準耐火

構造とした準耐火建築物であつて知事が別に定

める基準に適合するものとし、４階以上の階を長

屋の用途に供する建築物は耐火建築物としなけ

ればならない。ただし、重ね建て長屋の用途に供

する部分のない建築物にあつては、準耐火建築物

又は政令第136条の２の技術的基準に適合する建

築物とすることができる。 

２～４（略） ２～４（略） 

（大規模店舗の屋外への出口） （大規模店舗の屋外への出口） 

第28条 大規模店舗の避難階においては、避難階段

又は特別避難階段から屋外に直接通ずる出口を

設けなければならない。ただし、次の各号のいず

れかに該当する場合は、この限りでない。 

第28条 大規模店舗の避難階においては、避難階段

又は特別避難階段から屋外に直接通ずる出口を

設けなければならない。ただし、次の各号のいず

れかに該当する場合は、この限りでない。 

(１) （略） (１) （略） 

(２) 階段から屋外への出口のうち１以上の出

口に至る通路部分を準耐火構造の壁又は法第

２条第９号の２ロに規定する防火設備（政令第

112条第18項の規定に適合するこれらの防火設

備に限る。以下同じ。）で区画した場合 

(２) 階段から屋外への出口のうち１以上の出

口に至る通路部分を準耐火構造の壁又は法第

２条第９号の２ロに規定する防火設備（政令第

112条第13項の規定に適合するこれらの防火設

備に限る。以下同じ。）で区画した場合 

 


